
令和4年度「区民の生活のニーズに関する調査」（新宿区障害者生活実態調査）の概要

調査名

調査対象
母数
(概数）

規　模

抽出条件

調査方法

調査時期

調査目的

年　　度 令和元年度（44問） 令和4年度（44問） 令和元年度（23問） 令和4年度（23問） 令和元年度（45問） 令和4年度（45問） 令和元年度（23問） 令和4年度（27問）

調査項目

１　ご本人について
２　障害や健康の状況について
３　相談や福祉の情報について
４　日中活動や仕事について
５　外出やバリアフリーについて
６　福祉サービスについて
７　災害対策について
８　権利擁護について
９　将来について
10 自由意見

１　ご本人について
２　障害や健康の状況について
３　相談や福祉の情報について
４　日中活動や仕事について
５　外出やバリアフリーについて
６　福祉サービスについて
７　災害対策について
8　新型コロナウイルス感染症の
　　影響について
9　権利擁護について
10　将来について
11　自由意見

１　ご本人について
２　施設入所について
３　施設での生活について
４　相談や福祉の情報について
５　権利擁護について
６　今後の暮らし方について
７　自由意見

１　ご本人について
２　施設入所について
３　施設での生活について
４　相談や福祉の情報について
５　権利擁護について
６  新型コロナウイルス感染症の
　　影響について
7　今後の暮らし方について
8　自由意見

１　ご本人について
２　障害や健康の状況について
３　相談や福祉の情報について
４　教育・保育について
５　外出やバリアフリーについて
６　福祉サービスについて
７　災害対策について
８　権利擁護について
９　将来について
10 自由意見

１　お子さんについて
２　障害や健康の状況について
３　相談や福祉の情報について
４　教育・保育について
５　外出やバリアフリーについて
６　福祉サービスについて
７　災害対策について
８　新型コロナウイルス感染症の
　　影響について
9　権利擁護について
10 将来について
11 自由意見

１　事業運営について
２　職員について
３　サービス提供について
４　自由意見

１　事業運営について
２　職員について
３　サービス提供について
４　自由意見

R4年度の
主な追加・
削除項目

削除項目
・障害や心身の不調に気づいた
　時期
・障害等についての受診状況
・セルフプランの理由
・セルフプランで困ったこと

追加項目
・性別選択肢に、「その他」「無回
　答」
・必要とする医療的ケアの種類
・介助者の年齢の選択肢に「15歳
　未満」
・通信機器の利用状況
・趣味や学習、スポーツ、社会活
　動などの活動状況
・新型コロナウイルス感染症の影
　響

削除項目
・障害者虐待防止法認知

追加項目
・性別選択肢に、「その他」「無回
　答」
・必要とする医療的ケアの種類
・新型コロナウイルス感染症の影
　響

削除項目
・障害や特性について家族が気
　づいた時期
・障害等についての受診状況
・セルフプランの理由
・セルフプランで困ったこと

追加項目
・性別選択肢に、「その他」「無回
　答」
・必要とする医療的ケアの種類
・介助者の選択肢に「兄弟姉妹」
・きょうだい児に対する悩みや不
　安
・趣味や学習、スポーツ、社会活
　動などの活動状況
・新型コロナウイルス感染症の影
　響

削除項目
・なし

追加項目
・区主催研修の希望
・地域移行促進のために必要なこ
　と
・地域づくりのために区が力をい
　れるべきこと
・新型コロナウイルス感染症の影
　響

実績
（回収率等）

発　送　数  4,927人
回　収　数　2,038人
（回収率　41.4％）

発　送　数  4,962人
回　収　数　2,397人
（回収率　48.3％）

発　送　数　221人
回　収　数　126人
（回収率　56.1％）

発　送　数  213人
回　収　数　130人
（回収率　61.0％）

発　送　数　902人
回　収　数　430人
（回収率 47.7％）

発　送　数  1,107人
回　収　数　618人
（回収率　55.8％）

発　送　数　153事業所
回　収　数　92事業所
（回収率 60.1％）

発　送　数  201事業所
回　収　数　151事業所
（回収率　75.1％）

基準日：令和4年10月1日現在

対象事業所に対する悉皆調査

(1) 在宅の方 (2) 施設に入所している方 (3)児童（18歳未満）の保護者の方 (4) サービス事業者の方

新宿区在住の障害者で18歳以上の方

・身体障害者（身体障害者手帳所持者）　　：10,700人
・知的障害者（愛の手帳所持者）　　　　  　　：1,400人
・精神障害者（精神保健福祉手帳・自立支援医療（精神通院医療）
　受給者）　(高次脳機能障害者、発達障害者を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　： 5,000人
・難病医療費等受給者のうち法の対象となる難病患者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　： 1,800人
　
対象者総数　　約18,900人

新宿区が施設入所支援と療養介護の支給決定を行っている方。区
民であった者で、施設所在地に住民票を移したものを含む。

・身体障害者　： 80人
・知的障害者　：140人

新宿区在住の障害児の保護者の方

・身体障害児（身体障害者手帳所持者）　  ：140人
・知的障害児（愛の手帳所持者）　        　  ：280人
・精神障害児（精神保健福祉手帳・自立支援医療
　（精神通院医療）受給者）　　　　　　　　    ： 40人
・難病医療費等受給者のうち法の対象となる難病患者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　:  10人
・障害者手帳を不所持で障害福祉サービス・地域生活支援事業・
　児童福祉法に基づく障害児通所支援を現に利用している児童
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：670人

区内の指定障害福祉サービス等事業者
　
・指定障害福祉サービス事業所　　　: 180所
・障害児通所支援事業所　　　　　　　： 20所

郵送配布・郵送及びWeb回収（督促兼礼状１回送付）

令和4年11月16日（水）から令和4年12月9日（金）まで

　「第3期新宿区障害児福祉計画(児童福祉法に基づく、障害児通所支援等の提供体制の確保その他障害児通所支援等の円滑な実施に関する計画）及び第7期新宿区障害福祉計画（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく、障害福祉サービ
ス、相談支援、地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画）」（令和6年～令和8年度）の策定及び「新宿区障害者計画」(平成30年度～令和9年度)の見直しを行うため、その資料として新宿区内在住の障害者・障害児の生活実態、障害福祉サービス等の利用意向及び利
用状況等を把握するため。

約5,000人 約220人 約1,140人 約200事業所

基準日：令和4年10月1日現在手帳要件等がある方で、かつ令和4年
11月1日現在区内に在住している方
対象者の中から、誤差5％、信頼率95％、返却率50％として、障害の
種別ごとに層別抽出を行う。
・身体障害者　抽出数　2,600人
・知的障害者　抽出数   　600人
・精神障害者　抽出数　1,500人
・難病患者　 　抽出数　  300人
※グループホーム・福祉ホーム利用者は悉皆調査　250人

基準日：令和4年10月1日現在

対象者全員に対する悉皆調査

基準日：令和4年10月1日現在手帳要件等がある児童（18歳未満）の
保護者の方で、かつ令和4年11月1日現在区内に在住している方

対象者全員に対する悉皆調査

資料２－５


